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○函館市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関す

る条例 
平成17年９月29日 

条例第45号 

改正 平成19年３月22日条例第４号 

(趣旨) 

第１条 この条例は，地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)第244

条第１項に規定する公の施設(以下「施設」という。)に係る指定管理者(法第244条

の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。)の指定の手続等に関し必要

な事項を定めるものとする。 

(公募) 

第２条 市長，公営企業管理者または教育委員会(以下「市長等」という。)は，指定

管理者に施設の管理を行わせようとするときは，次に掲げる事項を明示して，指定

管理者の指定を受けようとする法人その他の団体を公募するものとする。 

(１) 施設の概要 

(２) 申請の資格 

(３) 申請の期間 

(４) 申請書に添付する書類 

(５) 選定の方法および基準 

(６) 管理の基準 

(７) 管理の業務の範囲および具体的内容 

(８) 管理を行わせる期間 

(９) その他市長等が必要と認める事項 

２ 市長等は，施設の性格，規模，機能等を考慮し，施設の設置目的を効果的かつ効

率的に達成するため，地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことが必要であ

ると認めるときは，当該団体の事務所の所在地に関し制限を付すことができる。 

(申請) 

第３条 指定管理者の指定を受けようとする団体は，市長等が定める申請書に次に掲

げる書面を添えて，申請の期間内に市長等に申請しなければならない。 

(１) 申請の資格を有していることを証する書類 

(２) 管理の業務の計画書(以下「事業計画書」という。) 

(３) 管理に係る収支計画書 

(４) 当該団体の経営状況を説明する書類 

(５) その他市長等が定める書類 

(指定管理者となることができない団体) 

第４条 次に掲げる者が無限責任社員，取締役，執行役，監査役，理事もしくはこれ

らに準ずる者，支配人または清算人である団体(第２号および第３号に掲げる者に

あっては，市が資本金，基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資し

ている法人を除く。)であって，指定管理者として指定することにより，市におけ

る指定管理者の業務が当該団体の業務の主要部分を占めることとなるものは，指定

管理者となることができない。 
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(１) 議会の議員 

(２) 市長および副市長 

(３) 法第180条の５の規定により市に設置されている委員会の委員および委員 

(候補者の選定) 

第５条 市長等は，第３条の規定による申請があったときは，次に掲げる選定の基準

に照らして総合的に審査し，最も適当であると認める団体を指定管理者の候補者と

して選定するものとする。 

(１) 事業計画書の内容が，市民の平等な利用が確保されるものであること。 

(２) 事業計画書の内容が，施設の効用を最大限に発揮するとともに，管理経費の

縮減が図られるものであること。 

(３) 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力および人的能力を有してい

ること。 

(４) その他市長等が施設の設置目的を達成するために必要があると認めるものと

して別に定める基準 

(選定の特例) 

第６条 市長等は，次の各号のいずれかに該当するときは，第２条第１項の規定にか

かわらず，適当と認める団体を指定管理者の候補者として選定することができる。 

(１) 施設の設置目的，性格，規模等から特に必要があると認められるとき。 

(２) 第３条の規定による申請がなかったとき，または前条の審査の結果，指定管

理者の候補者として選定することができなかったとき。 

(３) 指定管理者の候補者を指定管理者として指定することができなくなり，また

は著しく不適当と認められる事情が生じたとき。 

(４) 指定管理者が法第244条の２第11項の規定により，その指定を取り消された

とき。 

２ 市長等は，前項の規定により指定管理者の候補者を選定しようとするときは，当

該団体に対し，第３条に規定する書類の提出を求め，前条各号に掲げる選定の基準

により審査するものとする。 

(指定管理者の指定等) 

第７条 市長等は，第５条または前条の規定により選定した団体を，法第244条の２

第６項の規定による議会の議決を経て，指定管理者に指定するものとする。 

２ 市長等は，指定管理者の指定をしたときは，速やかに，当該団体に通知しなけれ

ばならない。 

３ 市長等は，指定管理者の指定をしたときは，その旨を告示するものとする。その

指定を取り消したときも，同様とする。 

(協定の締結) 

第８条 前条第１項の規定により指定された指定管理者は，市長等と次に掲げる事項

について施設の管理に関する協定を締結しなければならない。 

(１) 管理の業務の内容に関する事項 

(２) 市が支払うべき管理費用に関する事項 

(３) 管理の業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

(４) その他市長等が必要と認める事項 

(委任) 
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第９条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長等が定める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則(平成19年３月22日条例第４号)抄 

１ この条例は，平成19年４月１日から施行する。 


